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２．中間評価調査表

Ⅰ．プロジェクトの経緯概要：省略（本文第３章と同じ）

Ⅱ．計画達成度

　（プロジェクトの計画内容がどこまで達成できたか、その度合いを「プロジェクトの要約」ご

とに把握）

プロジェクトの要約 指　標 外部条件実　　　績

スーパーゴール
農業の近代化／産業化に貢献
する質の高い人材ニーズが満
たされる

上位目標
ハノイ農業大学全学部の教
育・研究の質が向上する

プロジェクト目標
ハノイ農業大学３学部の教
育・研究の質が向上する

・実験、フィールドワー
クへの大学教育での取
り組み状況
・参考図書の他学部によ
る利用件数
・中央実験室及びコン
ピューター室の他学部
による利用件数

・研究成果が教材、シラ
バスに反映された件数
（状況）
・経済・農村開発学部に
ついては、学部図書室
の参考図書及びコン
ピューターの利用数
・農学部及び土地・水資
源管理学部について
は、中央実験室の機材
の利用数

・ワークショップ／セミナー／トレーニング・セ
ミナーは、他学部や学外の機関にも公開で開催
されており、こうした機会は学部を越えて情報
交換や議論の場を提供している。
・中央実験室については、現在までのところ他学
部教官による利用はなされていない。
・『HAUジャーナル』には、他学部教官による論
文も掲載され、第１号が発行されている。

・研究分野における活動は、土地・水資源管理学
及び経済・農村開発学分野については計画どお
りに実施されており、協力終了時までに達成す
る見込みが高い。
・一方、農学分野においては進捗が遅れており、
協力終了時までに達成する見込みは低い。
・一方、教育分野における活動は、学生実験への
自主的な取り組み、研究成果の講義内容への導
入など一部成果は見られる。しかしカリキュラ
ム、教科書の改善については、プロジェクトにお
いて取り組むことは困難な見通しとなっている。
・経済・農村開発学部図書室については、現在ま
でに984冊（寄贈図書を合わせると約1,500冊）
の専門書が導入され、開架にて利用されてい
る。また、コンピューターによる検索システム
も導入され、管理者の研修も実施された。
・その他教育・研究環境については、機材購送や
中央実験室着工の遅れが見られたが、既に整
備・利用されている。土地・水資源管理学部で
は中央実験室に教官２名が配置されており、授
業時間以外は常駐し利用･管理にあたっている。
農学部については、管理者は配置されていない
が、機材の利用は適切になされている。

・ヴィエトナム
政府の農業政
策に大きな変
更がない
・ハノイ農業大
学の研究成果
が現場に反映
される

・育成された人
材が必要な地
位に配置され
る

・プロジェクト
の成果が他学
部に波及する
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プロジェクトの要約 指　標 外部条件実　　　績

成　果
１．研究の質が向上する
1-1　主に教員（研究者）を対
象としたワークショップ／
セミナー／トレーニング･
セミナーが開催される
1-2　研究成果が発表・出版
される

1-3　実験、フィールドワー
クが実施される（増加す
る）

２．大学及び大学院の教育の
質が向上する
2-1　教材が改善・利用され
る
2-2　シラバスが開発･利用さ
れる

2-3　教科書が改訂（改善）さ
れる
2-4　教育カリキュラムが改
善される

1-1　ワークショップ／
セミナー／トレーニン
グ･セミナーの開催回
数
1-2　ワークショップ／
セミナー／トレーニン
グ･セミナーの参加者
の数
1-3　ワークショップ／
セミナー／トレーニン
グ･セミナーの報告書
の編集／発行数
1-4　取得された修士／
博士号の数
1-5 　対象３学部の関連
分野における研究報告
書の数
1-6　研究成果／ジャー
ナルの編集／発行件数
1-7　国内／海外の研究
報告数
1-8　国内／海外で出版
された研究論文の数

2-1　教材の改善件数

2-2　実験に関する教育
カリキュラムの改善件
数
2-3　実験以外の教育カ
リキュラムの改善件数
2-4　学生実験に参加し
た学生の延べ人数
2-5　レポートの成績で
Ａを取得した学生の比
率

１．対象３学部における研究の質は：
・土地・水資源管理学及び経済・農村開発学分野
については、協力研究課題（共同研究）の達成
度は高く、おおむね順調に進んでいる。協力終
了時までに達成する見込みは高い。
・農学分野については、当初予定に比べて進捗が
遅れ気味であり、協力終了時までに達成の見込
みが低いため、計画の見直しが必要である。
・ワークショップ／セミナー／トレーニング･セ
ミナーについては、対象３学部ともにおおむね
計画どおりに進捗している。
・ワークショップ11回、カントー大学農学部と
の合同ワークショップ１回が開催されており、
約500人が参加している。プロシーディングは
12冊発行されており、関係者・機関に配布され
ている。
・プロジェクト開始以降、対象３学部の教官のう
ち20名が修士／博士号を取得している。
・研究報告書及び研究発表については、増加して
いるとのことである。
・研究論文数は着実に増加しており、『HAU
ジャーナル』第１号が発行された。これは研究
成果の普及と研究者間の交流に寄与している。
この他にも研究成果のうち数十点が、既に編
集・出版されている。
・気象観測所が整備され、既にデータが集積され
ている。しかし、現在までのところこれらの
データを研究に利用するには至っていない。

２．対象３学部における大学及び大学院の教育の
質は：
・徐々に学生実験が実施されてきており、カウン
ターパート（C/P）側にも自主的な提案（相談）
や工夫が見られる。
・教材の改善件数は増加しており、ワークショッ
プのプロシーディングは教材としても利用され
ている。
・カリキュラムは教育訓練省（MOET）の所轄で
ありハノイ農業大学（HAU）では改善できない
こと、また教科書については、ヴィエトナム側
の事情によりプロジェクトとしてのかかわりは
困難であることが判明している。しかし、実験
は学生の教育に取り入れられるようになってき
ており、ほぼすべての学生が実験に参加してい
る。
・学生実験室は整備され、よく利用されている。
・HAU提出の資料によれば、レポートでＡを取
得した学生の数は増加しているとのことであ
る。
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プロジェクトの要約 指　標 外部条件実　　　績

３．機材・設備が適切に据え
付け・利用・維持管理され
る 3-1　教育／研究者１人

当たりの機材利用時間
の増加
3-2　設置された機材の
利用状況
3-3 　機材に関するワー
キンググループの活動
の成果
3-4　機材の利用／維持
管理の方法についての
訓練を受け、身に付け
た教育／研究者の数

３．機材・設備の据え付け・利用・維持管理につ
いては：
・中央実験室の着工に遅れが出たが、既に整備さ
れ、機材・設備が据え付け・利用されている。利
用状況については、農学分野は｢普通｣、土地･
水資源管理分野は「良好」と判断された。
・経済・農村開発学分野については計画どおり整
備された。コンピューター室及び学部図書室に
関するワーキンググループは定期的に開催され
ており成果をあげている。
・農学及び土地･水資源管理学分野については、
ワーキンググループは設置されているが、現在
までのところ活発な活動は行われていない。
・教官１人当たり及び機材ごとの利用時間数は記
録がないため正確な数字は不明であるが、増加
しているとのことである。
・供与機材の維持管理システムについては、利用
規定を策定し、２学部では管理者を配置してい
る（土地・水資源管理学２名、経済・農村開発
学２名）。しかし、使用簿の整備など今後の取り
組み課題を残している。
・経済･農村開発学部については、学部図書室の
司書１名が研修を受けた。

･対象３学部の
教官／研究者
の英語能力が
高まる
・C/P が定着す
る（働き続け
る）
-------------------
（前提条件）
１．中央実験室
が建設される
２．経済･農村開
発学部のセミ
ナー室が整備
される
３．気象観測所
が整備される
４．機材の保管
倉庫が用意さ
れる
５．電気･水道が
安定して供給
される
６．C/Pが適切に
配置される
７．ヴィエトナ
ム政府（教育
訓練省･計画投
資省･農業農村
開発省）から
必要な支援が
継続的になさ
れる。

活　動
1-1　農学部が行う下記の分野の研究を促進する
　1-1-1　作物育種分野
　1-1-2　作物保護分野
　1-1-3　バイオテクノロジー分野
　（1-1-4　気象分野）
1-2　土地・水資源管理学部が行う下記の分野の研究を促進する
　1-2-1　土壌及び環境保全分野
　1-2-2　植物栄養分野
　1-2-3　水管理分野
1-3　経済・農村開発学部が行う下記の分野の研究を促進する
　1-3-1　農産物流通分野
　1-3-2　農村開発分野
　1-3-3　農業経営分野

2-1　農学部の活動計画（PO）に記載の研究課題に関する教材･シラバス･教科書･カリキュラムの改善を促進する
2-2　土地・水資源管理学部のPOに記載の研究課題に関する教材・シラバス・教科書・カリキュラムの改善
を促進する
2-3　経済・農村開発学部のPOに記載の研究課題に関する教材・シラバス・教科書・カリキュラムの改善を促進
する

3-1　機材／コンピューターの操作、運用システムを確立する
3-2　メンテナンスシステムを確立する

投　入
　＜日本側＞　 ＜ヴィエトナム側＞
　長期専門家　　　　 ９名 C/P　　61名
　短期専門家　　　　 17名×１か月程度 人件費、管理費、光熱費等
　研修員受入（長期） ３名 土地：実験圃場
　　　　　　　（短期） 12名 建物等施設：中央実験室、プロジェクトオフィス、
　機材供与費 1,327,000 米ドル 　セミナー室、書庫施設改良等
　一般現地業務費 192,380米ドル プロジェクト運営費　　374,966米ドル
　プロジェクト基盤整備費 231,380米ドル
※ 機材供与費、一般現地業務費、プロジェクト基盤整備費、及びヴィエトナム側投入のプロジェクト運
営費については、2000年度末までに計上された額を記載。
※ ヴィエトナム側投入のC/Pについては、対象３学部及び大学行政のC/P人数を合計したもの。
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成果の達成度
プロジェクト目標達成につなが
るのを阻害（／促進）する要因（1）プロジェクトの

各「成果」が「プロ
ジェクト目標」の
達成につながった
度合い ・農学分野については、長期専門

家の派遣が当初予定に比べ遅れ
たため、達成度が低くなってい
る。
・C/Pの英語力不足により、研究
成果の編集･出版に遅れが出て
いる。

成果１
対象３学部における研究の質は：
・協力研究課題（共同研究）については、土地・水資源管理学及び経
済･農村開発学分野においてはおおむね順調に進捗しており、協力
終了時までに達成する見込みは高いといえる。
・一方、農学分野においては、当初予定に比べ進捗が遅れ気味であり、
現在までの達成度は10～40％となっている。したがって、協力期
間中にすべての協力課題を達成する見込みは低い。
・ワークショップ／セミナー／トレーニング・セミナーについては、
対象３学部ともにおおむね計画どおりに進捗している。
・研究成果のうち数十点については既にプロシーディングやテクニカ
ルレポートとして編集・出版されている。ただし、当初計画に比べ
ると若干の遅れが出ている。
・『HAUジャーナル』の第１号が発行された。これは、学会や学会誌
が制度として確立されていない同国において、今後のHAUの学問
レベルを維持するために、大きな貢献をすることが期待される。

成果２
対象３学部における大学及び大学院の教育の質は：
・教官（C/P）の質の向上（人づくり）については、当初計画より遅
れている。カリキュラムや教科書の改善については、具体的な進捗
はない。理由は、カリキュラムがHAUでなくMOETの所轄であり、
プロジェクトがかかわっていくことは困難であること、教科書につ
いては、その作成が同国においては教授及び助教授昇進の資格要件
の１つとなっていることから、プロジェクトとしてかかわっていく
ことには微妙な問題が生じることが判明したためである。したがっ
て、今後、技術協力をシラバス及び教材の改善、実験マニュアルの
作成に絞って実施していけば、協力終了時までには達成されること
が見込まれる。
・徐々に学生の教育に学生実験が取り入れられるようになってきてお
り、C/P側にも自主的な提案（相談）や工夫がみられる。
・プロジェクトを通じて得た先端知識が講義内容の改善に寄与しつつ
ある。

成果３
機材･設備の据え付け・利用・維持管理については：
・中央実験室は着工に遅れが出たが、現在では既に整備されている。
・学生実験室の整備により、学部学生のための実験授業が開始され、
利用状況も良い。
・経済・農村開発学分野のコンピューター室、セミナー室、図書室は
計画どおり整備された。
・維持管理システムについては、導入された機材について利用規定が
策定され、２学部では管理者が配置されるなどひと通りの整備がな
されている。しかし、使用簿の整備などはなされておらず、今後の
取り組み課題である。

Ⅲ．評価結果要約

１．目標達成度

　（プロジェクトの「成果」が、「プロジェクト目標」の達成にどれだけつながるか、その見込みを検

討）
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活動の状況
成果につながるのを

阻害（／促進）した要因
（2）プロジェクトの
各「活動」が「成
果」につながった
度合い ・長期専門家の派遣が、当初の予

定より約半年以上遅れた。
・試験圃場の整備が遅れている。
・専門家とC/P との接触時間（技
術移転）が短い。（C/Pが固定さ
れていない、In-serviceの学生に
対する大学外における出張講義
の負担が重い、大学の終業時刻
が早く残業が困難などによる）
・Lecturer（C/Pの多くを占める）
は講義の負担が重く、研究を行
う時間的余裕がない。
・ニーズが明らかになりにくい。

・専門家と C/P との接触時間、
Lecturerの講義負担、ニーズに
ついては、農学分野と同様。

・C/Pの英語（Writing）に問題が
あり、テクニカルレポートの作
成が遅れがちである。
・専門家と C/P との接触時間、
Lecturerの講義負担、ニーズに
ついては、農学分野と同様。

活動１－１
・協力研究課題（共同研究）の達成度は10～40％程度である。農学
分野については、協力対象となる研究分野が幅広く、そのすべてを
プロジェクトで取り上げるのは困難であることから、今後は対象分
野の絞り込みを行っていくことが必要である。
・（1）紅河デルタ地域適応の稲品種の特性調査と栽培方法の改善、及
び（2）紅河デルタ地帯の稲病害発生実態調査と防除法の改善の２
課題について調査研究を実施した。その結果、（1）については｢品
種予備系統の特性調査｣、「多収性で有望な２、３の品種候補の選
別」、及び「栽培法の改善策」が得られ、（2）については「病害の
発生実態と防除の実態」、特に「菌核病類の種類と被害程度」が明
らかになった。
・ワークショップ（WS）は３回、セミナー（特別セミナーを含む）は
３回実施されている。WSと特別セミナーについては、プロシー
ディングを出版した。

活動１－２
・協力研究課題（共同研究）は順調に進捗しており、協力終了時には
ほぼ100％達成できる見込みである。
・「土壌及び環境保全分野」については、当初予定した技術移転は終
了している。
・ハノイ周辺の河川、湖沼、地下水などの農業用水、並びに工場から
の廃液で汚染された水田の水質調査・分析を行い、同国の基準を上
回る汚染箇所とそのレベルを明らかにした。結果は、農業及び工業
の環境保全に活用されることが期待される。
・「日本における水質、土壌汚染の現状と対策、土壌汚染を引き起こ
す土中水の移動、土壌汚染除去」などについての短期専門家による
具体的ノウハウ、助言は、C/Pの講義内容への付加が可能となり、教
官の質が向上した。
・「植物栄養分野」については、今年度から長期専門家の派遣が開始
されている。現在、長期専門家の活動はほぼ予定どおり進行してお
り、今後、短期専門家の協力を得て十分な達成が見込まれる。
・｢水管理分野｣については、「傾斜地の土壌浸食」（紅河の上流地域に
おける土壌保全と土壌浸食防止）に関する技術移転を行い、結果を
テクニカルレポートとしてまとめた。
・今後は、｢浸食要因の地域的特長の把握｣、「紅河デルタ地域の農地の
灌漑排水の特性」を解明し、効果的な水管理を検討する。

活動１－３
・協力研究課題（共同研究）は90％以上は達成できる見込みである。
・詳細暫定実施計画（dTSI）に設定された各研究課題の多くはテクニ
カルレポートのドラフト作成・発行段階に到達しており、既に終了
したものもある。コメの流通については課題として適格でないこと
から、PO等の修正が必要である。
・これまでにWSを５回開催。2001年度にWS、トレーニング・セミ
ナー各１回を予定しており、全体的に計画どおりに進捗している。
C/Pの関心を高め、研究成果等の普及と共有に役立っている。また、
WSプロシーディング（５冊発行、１冊発行予定）、テクニカルレポー
ト（２冊発行、４冊発行予定）については計画どおり発行作業が進
捗している。トレーニング・セミナーテキストについては計画中。
　以前は教官、研究者間で研究成果を公表、検討し研究の質を高める
機会は全くなかったが、WS等の開催を機に定例研究会を自主的に
開催する等、中堅、若手教官を中心に意欲が醸成された。
・プロジェクト目標の理解が深まるにつれ、C/P側からの自主的な研
究推進に関する提案（相談）の件数が増えている。専門家の実質的
な対応が可能な状況となってきている。
・ カントー大学農学部との合同WSを開催した。プロジェクトは、同
会合のオブザーバーとして参加した。
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活動の状況
成果につながるのを

阻害（／促進）した要因

・HAU側に教育能力の強化と学
生教育改善への意識的取り組み
が不足している。

・実験に必要な消耗品・小備品が
十分にない。
・HAU側に教育能力の強化と学
生教育改善への意識的取り組み
が不足している。

・HAU側に教育能力の強化と学
生教育改善への意識的取り組み
が不足している。

・本邦からの購送機材の到着が
大幅に遅延した。

活動２－１
・教官（C/P）の質の向上（人づくり）については、当初計画の20～
30％の達成度であるが、今後、シラバスの改善、実験マニュアルの
作成、教材の改善に協力活動を絞り込めばほぼ100％達成できる見
込みである。
・ 供与機材を用いて得られた研究成果を自分のものとして教材の中に
組み込み、講義を行うレベルに達するのは、５年間の協力期間にお
いては困難であると思われる。
・ 実験マニュアルは、現在までのところ作成されていないが、今後５
つの作成が計画されている。
・ シラバスはいずれのコースにおいても、依然改善されていない。し
かし、改良教材、セミナーの導入は、それぞれ10コース増加した。

活動２－２
・教官（C/P）の質の向上（人づくり）については、当初計画の35～
40％の達成度であるが、今後、シラバスの改善、実験マニュアルの
作成、教材の改善に協力活動を絞り込めばほぼ100％達成できる見
込みである。
・学生教育への化学実験の導入が、徐々に行われてきている。各実験
をグループ単位で行うなど、HAU側の工夫が見られるようになっ
た。
・実験マニュアルは、現在までのところ作成されていないが、今後３
つの作成が計画されている。
・改良教材、セミナーの導入が、それぞれ６コースと５コース増加し
た。

活動２－３
・教官（C/P）の質の向上（人づくり）については、当初計画（シラ
バスの指導、実験マニュアルの作成、スライドなどの教材の作成
等）の80～ 85％程度は達成している。
・プロジェクト目標の理解が深まるにつれ、C/P側からの自主的な教
育方法の改善に関する提案（相談）の件数が増えている。専門家の
実質的な対応が可能な状況となってきている。
・WSにおける先端的知識の供与は、参加したC/Pらの講義内容等の
改善に直接寄与している。

活動３－１
・中央実験室（農学部２室及び土地・水資源管理学部２室）の着工が
遅れたが、既に整備されている。
・土地･水資源管理学分野では、低分子化合物（陰・陽イオン及び重
金属）の分析機器の設置がほぼ完了している。技術移転も長期及び
短期専門家により順調に進行している。
・学生実験室の機材供与と整備を行った。2000年秋からは整備され
た実験室で学部学生のための実験授業が開始され、利用状況もよ
く、HAU側から好評を得ている。
・農学分野では無菌室を設置し、機材の設置と整備を行った。昆虫標
本室を設置し、必要な機材の設置と整備を行っている。
・経済・農村開発学分野では、当初の計画どおりコンピューター室、
セミナー室、及び図書室の整備を行った。
・供与された機材について、操作マニュアルを作成した。
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活動の状況
成果につながるのを

阻害（／促進）した要因

活動３－２
・機材の利用・管理に関するワーキンググループ（WG）を学部ごと
に設置している。経済・農村開発学部については、定期的に開催さ
れ成果を出しているが、他の２学部については今後より一層の活動
が必要である。
・供与機材の維持管理体制については、管理者の配置や利用規定の策
定など、これまでにひと通りは整備されている。しかし、停電や断
水は依然多い、テクニシャンが常駐でない、使用簿は未整備である
などの課題を残している。利用規定については現在、英語で作成さ
れているが、今後一層の普及を図るためにはヴィエトナム語版の作
成が必要である。
・発電機については、管理者が配置され稼働可能な状態となってい
る。現在までのところキャパシティーに問題はない。今後、すべて
の供与機材が投入され稼働が開始された際に十分なキャパシティー
が確保されることが必要である。
・農学分野においては、機材の据え付けはほぼ完了している。半数以
上の機材はC/P自身によって利用可能であり、残りの機材の利用も今
後長期･短期専門家の指導で、協力期間内に修得可能な見通しである。
・土地・水資源管理学分野においては、機材の据え付けはほぼ完了し
ており、操作及び維持管理はガスクロマトグラフを除いてはC/P自
身によって行うことができる。ガスクロマトグラフについても協力
期間内に修得可能な見通しである。

日本側
・長期専門家９名、短期専門家17名が派遣されている。派遣のタイミングについては、当初ヴィ
エトナム側の状況が十分に把握できていなかったことから、短期専門家の派遣がHAUの夏休み
と重なる、携行機材が短期専門家の派遣中に届かない、などが起こったが、これらの事項につ
いては既に現在までに改善されている。全体的にはおおむね適切であったといえる。
・農学分野の長期専門家は、プロジェクト開始時点において２年目からの参加が予定されていた
が、これより更に半年以上遅れての派遣となった。このため、同分野の協力課題が広範囲であ
ること、及び試験圃場の整備が遅れていることと相まって、当初予定の協力課題のプロジェク
ト期間内の達成は困難な状況となってきている。
・他２分野の長期・短期専門家、及び農学分野の短期専門家については派遣時期、人数ともに計
画どおりであり、おおむね適切であったと考えられる。
・プロジェクト開始時には、本邦からの購送機材の到着が大幅に遅延し、中央実験室の整備にや
や遅れが出た。現在では、既に整備されている。
・土地・水資源管理学分野においては、実施期間中に派遣される｢土壌及び環境保全｣と「植物栄
養」の供与機材に共通性が少ないこと、及び消耗品の調達が遅れていることによりプロジェク
トの進捗に影響を与えているが、今後十分に取り戻せる。
・C/P研修については、プロジェクト開始後２年半で長期３名、短期12名計15名の研修生をコン
ソーシアム加盟大学に派遣している。派遣のタイミングは適当であった。
相手側
・ 試験圃場の整備に遅れが出ており、完成は2001年８月下旬から９月上旬の見込みとなっている。
このため、農学分野のプロジェクト計画遂行に支障を来している。
・ C/Pの配置は非常に速やかであり、タイミングは適当であった。
・ HAU首脳陣の交代は、交代時期が当初予定より数か月（学長の任命は約３か月、３名の副学長
の内定は約４か月）の遅れが出た。このため、実験圃場整備着工の遅れや農学部との実験計画
打合せ等プロジェクト活動の遅延がみられた。
・ローカルコストの負担は非常に少なく、十分とはいえない状況である。

（1）投入のタイミングの妥
当性

（日本側）
・専門家の派遣
・機材の供与
・研修員の受入れ

（相手側）
・土地、施設、機材の措置
・C/Pの配置
・ローカルコストの負担

２．効率性

　（プロジェクトの｢投入｣から生み出される｢成果｣の程度を把握し、手法、方法、費用、期間等

の適切度を検討）
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・経済・農村開発学部については、協力研究課題の協力期間の延長希望が出されているが、これ
までの研究成果を活用し継続的な活動につなげていくためには、短期専門家の派遣数増加によ
る対応が必要と考えられる。その際には、現地側が万全の態勢で専門家を迎えられるよう、派
遣時期と現地の状況との調整を綿密に行うことが重要である。さらには、C/P側が主体的に企
画運営に参加していく姿勢と能力の向上が、将来的に必要となってくる。
・また、プロジェクト後半に下記の長期・短期専門家の派遣が必要である。
　　農学分野：植物遺伝資源、ハイブリッドライス、遺伝子分析、耐虫性遺伝子、
　　　　　　　バイオテクノロジー、白葉枯病、害虫分類・同定、気象データの解析
　　土地・水資源管理学分野：肥料、植物栄養、水管理
・機材については、現地の状況に適したものが導入されており、全般によく活用されている。保
守管理状況に大きな問題は生じていない。
・中央実験室の協力効果を上げるためには、更なる整備と充実が必要である。農学分野について
は｢試験圃場と網室｣、土地・水資源管理学分野については「作物の水耕栽培の簡単な施設」が
急務である。また、全学的に開放されたものとするには至っていない。
・経済・農村開発分野における研究・教育用図書、統計書は依然十分ではないため、今後の継続
的な購入が必要である。
・経済・農村開発学部は、図書室、セミナー室及びコンピューター室の整備・充実を行った。い
ずれも教官及び学生によってよく利用されている。
・気象観測所を設置した。現在、気象データが印刷され、利用可能な状態になっており、今後の
研究への導入と活用が期待される。
・土地・水資源管理学分野においては、独力で中央実験室コンピューターにインターネットを接
続した。
・HAU各学部のプロジェクトへの参加希望者は多く、C/Pは十分に配置されている。しかし、低
い報酬、多くの授業負担などの理由により、C/Pと専門家との間のコミュニケーションに支障
を来す場合があり、技術移転のために十分な時間がとれない状況が生じている。
・プロジェクト目標達成に向けてのローカルコスト負担は不足している。校舎の改築とキャンパ
ス整備のための国予算は増加しつつあるが、通常の国費研究費予算増加の傾向はみられない。
・旧プロジェクトダイレクターは、プロジェクトの実施におけるC/Pの重要性をよく認識してお
り、非常に協力的であった。MOETとの折衝においても、国際関係局長とともに尽力し、日本
側からの評価は高い。
・HAU側からのプロジェクトへの資金投入については、農学本館やそれに通じる道路、基盤整備
費で建設中の試験圃場のフェンスの一部の建設、供与機材の輸送費等はHAU側が負担してい
る。しかし、ローカルコストの負担は非常に少なく、機材の整備、消耗品や小備品の購入など
に支障を来している。

　HAUは本プロジェクトのほかに、オーストラリア、ベルギー、米国など13の大学又は試験研
究機関と共同研究を行っているが、その内容及び予算規模の詳細は明らかでない。そのうち農学
部が７機関との共同研究を行っており、学部別では最も多い。
　これら共同研究の、本プロジェクトへの影響はほとんどなく、ヴィエトナム側もC/Pが重なら
ないよう努力している。いずれも派遣研究者の滞在期間は長くても２～３週間であり、本プロ
ジェクトとは性質を異にしている。

・本プロジェクトについては、九州大学を中核校として九州・沖縄地区の国立大学農学部による
｢コンソーシアム｣が形成されており、研修生、留学生の受入れや派遣専門家のリクルートの実
施にあたっている。このシステムは、プロジェクト運営を極めてスムーズに進めるのに大きな
力を発揮している。
・全体C/P会議のほかに、中央実験室、気象観測所、経済・農村開発学部図書室関係、プロジェ
クト評価についてそれぞれWGが設置され、活動を行っている。しかし、経済・農村開発学部
図書室に関するWGを除き、実質的に効果をあげているとはいえない状況であり、機材の修理
や消耗品･小備品の購入などについては各学部から学部長を通じて学長の許可を得なければなら
ないのが現状である。そのため、迅速な対応が困難となっている。

（2）投入と成果の関係（投入
の量、質と成果の妥当性）
・専門家の派遣
・機材の供与
・研修員の受入れ
・土地、施設、機材の措置
・C/Pの配置
・ローカルコストの負担

（3）無償資金協力等他の協力
形態とのリンケージ／国際
協力銀行（JBIC）、第三国国
際援助機関による協力との
リンケージ

（4）その他
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３．計画の妥当性

　（評価時におけるプロジェクト計画の妥当性を検討）

　ヴィエトナムMOETの「教育訓練開発戦略（2001～2020）」においては、農業セクターを含む
各セクターにおける人材育成を重点戦略としてあげている。さらに、農業農村開発省（MARD）
の｢農業・農村開発５か年計画｣のなかでも、農業の近代化・産業化に貢献できる人材の育成と農
業技術研究･普及の推進が重点施策の１つとしてあげられている。このように、農業分野におけ
る研究活性化と人材育成は、農家の収入向上やアグロフォレストリーによる山野の緑化など、人
口の８割にのぼる農村人口の経済状態の向上に寄与すると考えられる。
　HAUは同国農業分野における主要大学であり、同国の農業政策にかかわる人材を輩出してき
た。同大学が担う指導的役割を考慮すると、ヴィエトナム国内への技術普及、人材育成などの面
において高い効果が期待できる。MARDでは、毎年約100人のHAU卒業生を雇用している。HAU
は今後、北部山岳地帯の農業振興・紅河デルタの農業生産性の向上、環境・公害問題と農業との
調和ある発展の寄与等の分野において貢献が期待されており、この意味においてプロジェクトは
ヴィエトナムのニーズに合致しているといえる。さらに、プロジェクトは農村における雇用創出
など社会面においても効果が期待されるものである。こうしたことから、上位目標の設定は妥当
であったと評価できる。

　こうした状況の下、ヴィエトナムにおいて、食糧の増産を図り農業経済を確立していくことは
急務であり、同国の危急のニーズに適合しているといえる。プロジェクトは、農学部、土地・水
資源管理学部及び経済・農村開発学部を対象とするものであり、上記ニーズへの貢献は大きい。
したがって、このプロジェクト目標の設定は極めて妥当なものである。

　ヴィエトナムの雇用はその８割を農業が占め、同国における農業の重要性が高く、また、市場
経済の導入に伴いバランスのとれた市場経済の発展の必要性が高まってきている。プロジェクト
は、食糧の増産への貢献が期待される農学分野、環境保全及び農業基盤整備に関する土地・水資
源管理学分野、及び農業経済確立に向けての経済・農村開発学分野を技術移転の対象としており、
同国の危急のニーズに適合しているといえる。これら分野への技術移転は、室内実験や野外調査
の方法、研究・教育環境整備など多くの点においてHAUの他学部における教育・研究の向上に
も貢献するものである。したがって、上位目標とプロジェクト目標の関連性は高いと評価される。
　プロジェクト目標を達成するためには、対象３学部における研究の質を向上することが不可欠
である。研究者の研究の質を高めることは、対象学部の学生への教育の質も高めると考えられる。
同時に、ヴィエトナムが近い将来、自力で人材育成を行っていくことができるよう、教育に関す
る制度やシステム、大幅に遅れている大学研究施設・機器を整備していくことが必要となる。プ
ロジェクトは、これらの点に総合的に取り組むものであり、成果の設定は妥当であったと判断で
きる。

　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に設定されたプロジェクト目標「ハノイ農業
大学３学部の教育・研究の質が向上する」は、その対象を教官とするのか学生とするのか、ある
いは両者とするのかが不明確であり、必要な活動の設定についての合意形成に支障を来した。
　PDMに設定された「成果」の記述が抽象的であり、指標の設定を困難にしている。また、カリ
キュラムは、MOETの所轄事項であり、プロジェクト側がかかわっていくことが非常に困難であ
ることが判明している。教科書についても、その作成は教授昇格の条件の１つとなっていること
が明らかとなり、プロジェクトとしてのかかわりは困難である。

（1）上位目標の妥当性
・受益者ニーズとの整合性
・開発計画の妥当性

（2）プロジェクト目標の妥当性
・上位目標との整合性
・実施機関の組織、ニーズ
との整合性

（3）上位目標、プロジェクト
目標、成果及び投入の相互
関連性に対する計画策定の
妥当性
　

（4）妥当性を欠いた要因
　（ニーズ把握状況、プロ
ジェクトの計画立案、相手
国実施体制、国内支援体制
等の観点から記述）
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４．自立発展の見通し

　（中間評価時における自立発展の見通しを、自立発展に必要な要素が整備されつつあるかを中

心に評価）

・MOET、MARDともに本プロジェクトの重要性を認識しているとの発言が得られた。
・MOETにおいては、HAU教官のリクルート・増員に対して「プロジェクトの自立発展性につな
がる課題であり、強化が必要である」との認識が示された。
・MARDにおいては、同国における農産品の生産性やマーケティングの向上とともに農村開発に
対するインパクトなど、同国農業セクター振興におけるプロジェクトの妥当性は高く評価され
ている。必要な支援を行っていく準備があるとの発言があった。
・HAUはキャンパスの維持管理（改修・改装）に積極的になった。
・農村のコミュニティーにおける技術指導に、プロジェクト活動で得られた知識を取り入れよう
と考える教官が出てきた。
・コンソーシアム大学との学術交流協定が締結され、研究の向上への寄与が期待される。

・HAUが現在MOETの管轄下にあることから、HAU教官によるMARD研究支援費を直接的に得
ることは不可能である。ただし、MARD関連機関との共同研究など間接的には申請が可能であ
る。
・MOETにも研究費補助の制度があり、HAU教官も申請が可能である。

・経済・農村開発学分野については、プロジェクト開始当初より長期専門家が派遣され技術移転
にあたってきた。調査方法や論文の書き方など、科学的な研究の方法について指導した結果、
一部のC/Pは理解するようになり、またコンピューターを利用した高度な解析の実施が行える
ようになった。今後は、これらの研究方法についてフィールドワークを積むことにより、身に
付けることが必要である。しかし、同分野における長期専門家は、2002年１月に任期を終えて
帰国予定であり、長期専門家の赴任期間中にその段階に至るのは困難である。したがって、今
後は短期専門家の派遣とその派遣期間中にフィールドワークを行う機会を設けるなどのフォ
ローアップが必要である。
・土地・水資源管理学分野については、化学実験が授業のなかに取り入れられるようになり、教
員による実験も増加した。調査手法、実験については、指導した項目はC/P自身で可能となっ
ている。機材の操作、維持管理についてはガスクロマトグラフを除きC/P自身で行えるように
なり、さらに一部の機材（原子吸光光度計など）の操作については指導できるレベルに達して
いる。研究活動の計画企画については、一部のC/Pは独力で可能なレベルにあるといえる。
・農学分野については、研究の企画運営を自力で行えるC/Pはいるが、今後の長期専門家による
対応が必要である。

・ヴィエトナムにおいては、歴史的に南北間における乖離状況がみられ、大学教育においても同
様の傾向がある。プロジェクトでは、新しい試みとしてHAUとカントー大学農学部の間でジョ
イントセミナーを開催した。その結果、農学研究の南北の問題点や今後共同研究すべき分野が
明らかとなり、今後の同国南北間の協力関係構築へのきっかけとなることが期待される。

（1）制度的側面
　（政策的支援、スタッフ配
置・定着状況、類似組織と
の連携、運営管理能力等の
観点から記述）

（2）財政的側面
　（必要経費の資金源、公的補
助の有無、自主財源、経理処
理状況等の観点から記述）

（3）技術的側面
　（移転された技術の定着状
況、施設・機材の保守管理
状況、現地の技術的ニーズ
との合致状況等の観点から
記述）

（4）その他

事　　項 自立発展の見通し
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Ⅳ．プロジェクトの軌道修正の必要性及び提言

　（評価結果を踏まえ、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動内容及び投入に関し、より効
果的・効率的な協力のために軌道修正を図る必要があるか、あるとすればどのように軌道修正す
るべきかを記入）

・農学分野では対象とする範囲が絞りきれておらず、協力期間内での終了は困難な状況となって
いる。したがって、今後の協力課題については、一層の絞り込みが必要である。また、コメの
育種技術の研究内容を充実させるためにはバイオテクノロジーの導入が必要であるため、同分
野の長期専門家派遣の検討が望まれる。
・土地・水資源管理学分野では、おおむね当初計画のとおり活動が進捗しているが、これまでの
協力活動の見直しにより協力内容の微修正を図る必要があると思われる。
・経済・農村開発学分野では、コメ流通に関する課題など現地の状況に適さない課題設定もごく
わずかあったが、全体的に協力研究課題の内容はおおむね妥当であったといえる。農産物流通
に関する研究の精度を高めるためには、当初計画にはなかったが農産物加工とファイナンスに
ついての研究が必要であることがこれまでの活動により判明していることから、今後はこうし
た分野への対応を検討していくことが望まれる。
・教育分野においては、当初計画ではカリキュラムと教科書の改善を活動として設定したが、こ
れまでの調査によりいずれもプロジェクトとして関与していくことは困難であることが判明し
た。したがって、今後は教材やシラバスの改善、実験マニュアルの作成に関して協力を行って
いくことが適当と考えられる。シラバスの改善については、残りの協力期間や派遣専門家の専
門性・任期などを考慮すると、広範囲にわたる協力は困難であると考えられることから、農学、
土地・水資源管理学分野についてはPOに記載の研究課題について実施することが望ましい。経
済・農村開発学分野については、協力期間後半には長期専門家が不在となり、短期専門家の指
導のみとなることから、実施可能性の観点からシラバスのモデルを作成するとすることが望ま
しい。

　（評価結果を踏まえ、相手国実施体制及び日本側支援体制に関する提言を記入）

・計画内容はおおむね妥当であった。
・ただし、専門家がC/Pに対し技術移転を行うための時間が十分に確保できないことは、プロジェ
クト活動の阻害要因となっている。この背景には、パートタイムの学生やIn-serviceの学生に対
する出張講義、大学の終業時刻（午後４時）、講師の場合は講義の負担とそれによる研究時間の
不足、などの状況がある。こうした点への対応が必要である。
・また、プロジェクトで実施しているWS等をきっかけとして、それまでは行われていなかった
教官や研究者間の意見交換が積極的に行われる環境が醸成されてきている。したがって、今後
も学部内・外、及び関係機関間の情報交換の体制を整備し、研究成果の普及に努めていくこと
が必要である。
・専門家の派遣にあたっては、プロジェクト側が万全の態勢で専門家を迎えられるように、派遣
時期とHAU側の状況との調整を綿密に行うことが重要である。将来的には、C/Pが主体的に企
画運営に参加していく姿勢と能力の向上が必要である。
・ヴィエトナム側のローカルコスト負担が非常に少なく、一部プロジェクトの進捗に支障を来し
ていることから、MOETからの財政支援強化によるカウンターバジェットの適切な措置が必要
である。
・中央実験室及び網室の管理者を配置し、機材・施設の管理体制を強化することが必要である。
また、現行の組織では機材管理に関するマネージメントボードの権限が弱く、機材の修理や消
耗品・小備品の購入などに際しては各学部長を通じて学長の許可を得て初めて着手できること
となっており、必要時に適切な対応をすることが困難な状況となっている。したがって、機材
管理に関する組織体制を整備・強化することが必要である。
・実験廃水処理については、対応を検討する必要がある。

・ 今回の調査により、HAU教官の間でシラバスや教材等のテクニカルタームについての認識が大
きく異なっていることが明らかとなった。今後、協力を継続していくにあたり、これらの用語
の定義について共通認識をもって取り組んでいくことが必要であることから、ヴィエトナム側
における共通認識構築の取り組みが望まれる。

（1）プロジェクトの計画内容

（2）プロジェクトの実施体制

（3）その他

事　　項 軌道修正の必要性及び提言
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